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I 本論文の目的と章構成
1 研究目的
本論文は，最適課税論に基づいた課税の規範的な分析を行い，その理論的な含意を得ること
を目的としている。特に，最適課税の理論を現実に即した設定へ拡張することを試み，わが国
の労働所得税と移転支出制度としての生活保護制度，および消費税を取り巻く問題点とその改
革の方向性を考察する。
租税は，政府歳入の資金調達や富と所得の再分配，経済の安定化といった目的を持って課さ
れるが，それが人々の経済的な意思決定に影響を与えることは広く知られている。最適課税論
は，課税が資源配分の効率性や所得分配の公平性に与える影響とそのトレード・オフを考慮し
ながら，望ましい課税のあり方を議論するものである。一般に，最適課税論は，間接税のみを
対象にした最適消費税論と直接税のみを対象にした最適所得税論に大別できる。そのうち，最
適所得税論とは，政府と家計の間での稼得能力に関する非対称情報が存在する下で，政府の所
得課税による高所得者から低所得者への再分配の試みと人々への行動変化の誘因（特に労働供
給行動への歪み）を明示的に取り扱うものであり，所得税の効率性と公平性のトレード・オフ
に関する理論的枠組みとなっている。
本論文では，最適所得税論の枠組みに基づいて，“非線形最適所得税の理論”と“最適なタッ
クス・ミックス”，“世帯への課税と課税単位”という 3つの視点から望ましい課税のあり方を
考察する。そして，上記の 3つの視点から得られる理論的帰結より，わが国の現行制度への政
策的含意を導出する（図 1参照）。
第 1の視点は，非線形最適所得税に注目することである。その理由は，それが望ましい所得
再分配政策を考察するための規範的な枠組みとなるためである。非線形の所得税とは，政府が
所得税の税構造を自由に設計できることを意味している。さらに，政府は負の所得税が利用可
能であり，所得税を課税するのではなく，むしろ所得移転を給付することも想定される。した
がって，非線形最適所得税の枠組みでは，その人々の行動への影響を踏まえつつ，望ましい所
得再分配政策を検証できる。このような非線形最適所得税に基づく議論は主として本論文の第
I部でなされる。そこでは，非線形最適所得税の定性的な性質を導出した上で，弾力性の概念
を用いて最適所得税の決定要因を直観的に説明し，望ましい所得税と所得移転のあり方につい
て明らかにしていく。
第 2の視点は，タックス・ミックスの状況を想定することである。最適所得税の理論では，
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政府は労働所得課税のみを利用可能であると想定するが，実際の税制は，所得税のみですべて
の歳入を賄う単税制度ではなく，より多くの税を組み合わせた複税制度を採用している。特に
わが国では近年，歳入に占める消費課税の割合が増えてきている。この場合には，消費税で効
率性を確保しつつ，所得税で垂直的公平性を考慮するといったことも議論されよう。そこで，
本論文では，労働所得税と消費税のタックス・ミックスについて検証する。上記のタックス・
ミックスの文脈では，差別的な消費税が望ましいかが論点となる。差別的な消費税とは複数税
率の消費税のことであり，わが国では採用されていないが，大部分の OECD加盟国で採用さ
れている税構造である。消費税を複数税率化する理由は，低所得者層の消費税負担に配慮する
ためであり，消費税単体で垂直的公平性を考慮する要素が加味されるのである。最適なタック
ス・ミックスの理論では，効率性と公平性のトレード・オフが存在する下で，所得税と消費税
がどのように設計されるか，またはその役割分担が問題となるのであり，特に差別的な消費税
が正当化されるのか，もし正当化されるならばその理由はどう説明できるのかといった点を考
察する。これらの議論は主として本論文の第 II部でなされる。
第 3の視点は，世帯に対する課税のあり方を最適所得税論の観点から再考することである。
これまでの標準的な最適所得税論の分析の多くは，家計は 1人の個人のみから構成され，その
個人の稼得能力（労働生産性）のみが異なるという想定がおかれてきた。家計の規模，構成な
どの差は無視されてきたといえる。しかし，実際には家計は常に 1 人の稼得者のみから構成
されているとは限らず，共働き夫婦といったように複数の稼得者から構成される場合や，子ど
ものような扶養家族も存在するであろう。さらに，家計は経済活動を営む最小の集合単位であ
り，課税がその行動にどのように影響を与えるかは興味深い論点である。家計の家族構成等を
考慮した最適所得税の問題は，これまであまり検証されて来なかった重要な領域と言える。そ
こで，本論文の第 III部では，世帯への課税と課税単位の問題を取り上げる。特に世帯に対す
る課税のあり方を考えるにあたって，世帯単位による課税方式が望ましくなるのはどのような
状況かを考察する。また，各世帯の家族構成の差が最適所得税構造に与える影響について検証
するために，子ども（扶養家族）がいる場合も想定する。
上記の規範的分析を踏まえ，第 IV部では，わが国の現行制度の問題点と改革の方向性につ
いて考察を行う。最適所得税の理論と整合的で，わが国の現行制度の問題点を解決しうる制度
形態としては，給付付き税額控除制度が挙げられる。給付付き税額控除は負の所得税の一種で
あり，近年米国，英国などの先進国を中心に採用する国が増加している。諸外国の具体的な制
度設計を踏まえつつ，わが国における制度導入の是非について検討する。
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2 本論文のフローチャート
図1 本論文のフローチャート
第１章　非線形最適所得税
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（注）ここで，実線の矢印は直接的な論理展開を，点線の矢印は間接的な論理展開または手法の利用を示す。
3 本論文の構成
本論文の構成は，以下の通りである。
序　章
　
第 I部　非線形最適所得税の理論
第 1章　非線形最適所得税の理論的展開
1　最適所得税論へのイントロダクション
1.1　租税制度への視点
1.2　効率性と公平性
1.3　非線形最適所得税の基本モデルとその特徴
2　非線形最適所得税の基本モデル
2.1　家計の問題
2.2　政府の問題
2.3　非線形最適所得税の定性的な性質
3　弾力性に基づいた非線形最適所得税ルール
3.1　準線形の効用関数の下での議論
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3.2　一般的な効用関数の下での議論
4　まとめ
補論 A　 2 節の数学補論
A.1　定数変化法による非同次線形微分方程式の解法
A.2　命題 1.2 の証明
A.3　命題 1.3 の証明
補論 B　 3 節の数学補論：摂動法によるアプローチ
B.1　弾力性概念
B.2　摂動法を用いたアプローチ
B.3　 1 階条件の変形による導出
第 2章　非線形最適所得税のシミュレーション分析と所得移転への含意
1　はじめに
1.1　モデルの再定式化
2　逆進的な限界税率構造
2.1　Mirrlees (1971)
2.2　 Tuomala (1984), Tuomala (1990)
3　逆 U 字型の限界税率構造
3.1　 Kanbur-Tuomala (1994)
4　 U 字型の限界税率構造
4.1　 Diamond (1998)
4.2　 Saez (2001)
5　非線形最適所得税の基本モデルの展開とその含意
6　負の限界税率による課税
6.1　 Kanbur-Keen-Tuomala (1994) の貧困最小化モデル
6.2　 Saez (2000, 2002) の就業選択モデル
7　まとめ
　
第 II部 最適なタックス・ミックスの理論：労働所得税と線形消費税
第 3章　最適なタックス・ミックスの理論的展開：一律税率の消費税の妥当性
1　はじめに
2　線形労働所得税と消費税のタックス・ミックス
2.1　基本モデル
2.2　一律税率の消費税が正当化されるケース
3　非線形労働所得税と消費税のタックス・ミックス
3.1　基本モデル
3.2　最適消費税の性質
3.3　非線形労働所得税と最適実効限界税率
3.4　一律税率の消費税が正当化されるケース
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4　 Atkinson-Stiglitz 命題の妥当性
4.1　 Atkinson-Stiglitz 命題への批判
4.2　 Atkinson-Stiglitz 命題への支持
5　まとめ
補論 A　 Atkinson-Stiglitz (1976) の方法論
A.1　一般的な効用関数の場合
A.2　効用関数が弱分離可能な場合
第 4章　貧困による負の外部性を考慮した最適なタックス・ミックス
1　はじめに
2　最適なタックス・ミックスの先行研究：Welfarist と Non-Welfarist
3　モデル
3.1　家計の問題
3.2　貧困の尺度
3.3　政府の問題
4　最適消費税
4.1　最適消費税ルールの導出
4.2　最適消費税ルールの解釈
4.3　外部性への課税（補助金）という視点
5　まとめ
　
第 III部　世帯への課税と課税単位
第 5章　課税単位の理論と制度の展望
1　世帯に対する課税と課税単位
1.1　課税単位の方式
1.2　効率性の基準から見た課税単位
2　 Boskin-Sheshinski モデル
2.1　家計の問題
2.2　政府の問題
2.3　課税単位選択への含意
3　家庭内生産を考慮したモデル
3.1　労働－余暇選択モデルへの批判と家庭内生産モデル
3.2　家計の問題
3.3　政府の問題
3.4　家庭内生産を考慮した場合の最適限界税率とその解釈
4　まとめ
第 6章　家庭内生産を考慮した世帯への最適課税と課税単位の選択
1　はじめに
2　モデル
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2.1　家計の行動と家庭内生産
2.2　所得税関数の形状と課税単位
2.3　政府の問題
3　所得税下での課税単位選択の基準
4　所得税と消費税を考慮した場合の課税単位の選択基準
5　まとめ：含意と今後の課題
補論 A　数学補論
A.1　命題 6.2（1）の導出
A.2　最適消費税の導出
A.3　命題 6.1（1）の導出
A.4　命題 6.1（2）と命題 6.2（2）について
A.5　命題 6.3 の証明
第 7章　子どものいる世帯への最適課税と就業選択
1　はじめに
2　モデル
2.1　家計
2.2　政府の問題
3　最適所得税
4　最適なタックス・ミックス
4.1　実効税率
4.2　消費税の役割
4.3　分離可能な効用関数と Atkinson-Stiglitz 命題との関係
5　まとめ
補論 A　数学補論
A.1　政府問題の 1 階条件
A.2　補題 7.1 の証明
A.3　命題 7.2 の証明
A.4　命題 7.3 の証明
　
第 IV部　非線形最適所得税論の立場からの政策的含意
第 8章　わが国の現行制度の現状と理論的分析からの政策的含意
1　はじめに
2　わが国の労働所得税と移転支出の現状
2.1　生活保護制度，個人所得税・住民税制度の概要
2.2　実効限界税率の計測
2.3　計測結果からの問題点と課題
2.4　生活保護制度の実態
3　わが国の消費税の現状と国際比較
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3.1　わが国の消費税概観
3.2　非課税措置とゼロ税率，軽減税率
3.3　わが国での消費税の複数税率化の実現可能性
4　給付付き税額控除
4.1　給付付き税額控除の背景
4.2　給付付き税額控除の概要と諸分類
5　まとめ
終　章　わが国での給付付き税額控除導入の有用性
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II 本論文の概要
本論文の概要は，以下の通りである。
第 1章「非線形最適所得税の理論的展開」では，非線形最適所得税の基本モデルを提示し，
その問題設定を明らかにしている。非線形最適所得税の問題は，社会が稼得能力（労働生産性）
のみが異なる複数の家計から構成される場合に，政府がその予算制約と自己選択制約という 2
つの制約下で社会厚生を最大化する問題として定式化される。この問題から得られる定性的な
結果としては，（1）能力分布の両端を除き，分布上の各能力に適用される限界税率は 0％から
100％の間の厳密な正となること，（2）能力分布の上限の限界税率はゼロであること，（3）能
力分布の下限で bunchingが生じない場合，限界税率はゼロであり，最低所得で bunchingが
生じる場合には，bunching区間の最後の能力家計の限界税率は厳密に正であること，といっ
た点が挙げられる。ここで，bunchingとは束といった意味であり，異なった能力（賃金率）の
家計が同額の所得を稼得している状態を指す。
また，弾力性を用いた最適所得税ルールを導出することでその決定要因も明らかにしてい
る。最適所得税ルールの決定要因は，（i）所得分布（または能力分布）の形状，（ii）代替効果
（と所得効果），（iii）社会厚生関数の限界ウェイト，の 3つの要素である。（i）は人口基準であ
り，課税前所得の分配状況を表す。この基準は，ある所得水準に適用される限界税率の影響を
直接受ける人数（すなわち，当該所得水準における分布の密度関数）と平均税率として間接的
な影響を受ける人数（すなわち，当該所得水準以上に分布する人々の数）に基づき，直接的な
影響を受ける当該所得階層の人数が少ないほど，間接的な影響を受ける当該所得階層以降の人
数が多いほど，限界税率は高くなる。（ii）は労働供給の賃金弾力性であり，所得課税による労
働供給行動への歪みの程度を表す。労働供給の賃金弾力性が高ければ高いほど，所得課税によ
る超過負担は大きくなるため，この要因が大きければ大きいほど，最適限界税率は低く設定す
べきである。（iii）は政府または社会の再分配への価値判断を表す。社会厚生関数が低所得者
層を重視し高いウェイトを置き，高所得者層に低いウェイトを与える場合には，高所得者層か
ら低所得者層への再分配が正当化される。このような直観的な要因により最適な所得税構造を
理解することができる。
第 2 章「非線形最適所得税のシミュレーション分析と所得移転への含意」では，非線形最
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適所得税の基本モデルによるシミュレーション分析を概観している。その結果は，最低所得者
に対してかなりの保障所得を移転し，その後給付水準を高い限界税率（逓減率）で急速に削減
させるべきことを示唆する。この分析結果は，基本モデルが負の所得税を前提とすることと労
働供給行動として労働時間の選択を想定することが鍵となっている。Mirrlees (1971) による
当初の分析では，限界税率の水準は低く，逆進的な構造が望ましくなることや線形近似可能
であることが示された。一方，Tuomala (1984)は効用関数の特定化を変更し，消費と余暇の
代替の弾力性を小さくすることで，限界税率水準は高くなることを示した。Kanbur-Tuomala
(1994) は能力分布の分散を大きくすることで，逆 U 字型の限界税率が望ましくなることを，
Diamond (1998)や Saez (2001)は，能力分布としてパレート分布を採用することで，U字型
の限界税率構造が望ましくなることを，それぞれ示している。
さらに，基本モデルとは異なる想定の下で，負の限界税率による課税が望ましくなるかを検
証している。ここで，負の限界税率とは，課税前所得が 1単位増加したときに可処分所得が 1
単位以上増加することを意味し，就労税額控除や賃金補助金がこれに当たる。第 1の想定は，
政府の目的を変更し，社会厚生の最大化ではなく，貧困の最小化を目指す場合である。このと
き，全ての家計が働くことが望ましい場合，最低所得層において負の限界税率による課税（賃
金補助）が望ましいことが定性的な分析では明らかになるが，定量的な分析ではあいまいであ
る。第 2の想定は，家計の労働供給行動として，労働時間の選択モデルではなく，就業選択モ
デルを採用した場合である。就業選択モデルでは，低所得者層に対して負の限界税率を課すこ
とが望ましくなる。特に，低所得者層に対する労働供給のインセンティブを与える場合には，
負の限界税率による課税または移転が望ましくなりそうである。このように，基本モデルの設
定が変更された場合には，限界税率は 0％から 100％の間にあり，逆進的であるといった一般
的な結論は妥当せず，家計の労働－余暇選択として労働時間の選択モデルと就業選択モデルの
どちらを想定するかにより望ましい限界税率構造は変化することがわかる。
第 3章「最適なタックス・ミックスの理論的展開：一律税率の消費税の妥当性」では，労働
所得税と消費税のタックス・ミックスの問題を定式化し，特に一律税率の消費税が望ましくな
るのはどのような場合か，という点に焦点を当てながら，この文脈でのこれまでの研究を概観
している。2節では，労働所得税が線形に限定される場合に焦点を当てている。この時，最適
消費税は複数家計の Ramsey's rule と同様の形で定式化され，各財の消費の変化率が分配因
子に比例するように課すべきであることが示される。すなわち，一括移転が最適に設定されれ
ば，消費税では分配面のみを考慮すれば良い。これは，消費税体系は貧困者がより多く購入す
る財の消費を抑制しないように設定されるべきことを示唆する。一方，効用関数が，（i）全て
の家計で同一である，（ii）財と余暇間で弱分離可能である，（iii）財のエンゲル曲線が線形であ
る，といった制約を設けることで一律税率の消費税が望ましくなる。
3 節では，非線形労働所得税と線形消費税のタックス・ミックスを考察している。最初に，
一般的な設定の下で，消費税や所得税の実効限界税率がどのように特徴づけられるかを概観し
ている。最適消費税は，労働供給と正の関係がある財を奨励すべきであり，労働供給と負の関
係がある財を抑制すべきである。また，労働供給と無関係にある財には奨励も抑制もすべきで
ないことが示される。さらに実効限界税率に関しては，能力分布の最上位と最下位においてゼ
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ロになるべきこと，それ以外で正となるべきことが分かる。これらの結果の直感的な説明は，
非線形所得税による再分配は，代替効果として各家計の労働供給行動において余暇への魅力を
高めるが，労働供給と負（正）の関係，すなわち余暇と正（負）の関係のある財が存在するな
らば，その財に対する消費税を重（軽）課することで，所得税による余暇への歪曲効果を緩和
しようとするのである。次に，非線形労働所得税と線形消費税のタックス・ミックスの下で一
律税率の消費税が正当化されるケースを考察した。これは，Atkinson-Stiglitz命題，“余暇と
すべての消費財間での効用関数の弱分離可能性を前提として，非線形最適所得税の存在下では
差別的な消費税は最適でない”として得られる。上記のように効用関数が弱分離可能な場合に
は，労働供給行動は消費財間の配分に影響を与えないため，消費税は所得税の歪曲効果を緩和
する役割を果たすことができないためである。
4節では，Atkinson-Stiglitz (1976)以降の非線形労働所得税と線形消費税のタックス・ミッ
クスに関して，Atkinson-Stiglitz命題の妥当性に注目しながら，1990年代後半から現在まで
の代表的な研究についてサーベイしている。Atkinson-Stiglitz 命題が正当化されなくなるの
は，財生産において熟練労働と未熟練労働といったように要素集約度の異なる生産部門を考
慮することと家計間での初期賦存量や消費選好に関する異質性を考慮した場合である。一方，
Atkinson-Stiglitz命題が正当化されるのは家計間の同質性が保たれる場合であり，非線形所得
税が最適でなくても一律税率の消費税が望ましいことが示される。
第 4章「貧困による負の外部性を考慮した最適なタックス・ミックス」では，貧困による負
の外部性が存在するときに，非線形最適所得税の存在下で差別的消費税が正当化されるかを検
証している。本章では，Wane (2001)の非線形最適所得税の分析と同様，貧困という非効用の
情報を外部性とみなすことで厚生化し，社会厚生関数に組み込むモデルを採用している。貧困
に負の外部性が存在する場合，家計は貧困により厚生に影響を受けるが，最適化行動において
外生的なパラメータとして扱うので，政府は貧困を考慮しながら社会厚生の最大化を行わなけ
ればならない。この設定の下で，Atkinson-Stiglitz命題とは異なり，選好が財と余暇間で弱分
離可能であっても，非線形最適所得税の存在下で差別的消費税が望ましくなりうる。
導出される主な結果は以下の通りである。（1）ある財が貧困尺度に入り，かつ社会全体でそ
の財が欠乏しているならば，その財に対する税率は軽減されるべきである。（2）社会全体で貧
困が存在しない場合や，貧困尺度に入らない財に対しては，Atkinson-Stiglitz 命題が保持さ
れ，一律税率が望ましい。（3）したがって，貧困尺度に入る財と貧困尺度に入らない財間での
最適税率には差異が存在する。（4）この差別化の理由は，貧困尺度に入る財に対してピグー補
助金が付加されるためであり，外部性への“加法性の性質”として説明できる。ここで，加法
性の性質とは，外部性の存在は，外部性を生じる財に対する最適課税ルールのみに影響を与え，
他の財に対する最適課税ルールには影響を与えない，というものである。このように，政府が
貧困も考慮して社会厚生の最大化を行えば，非線形最適所得税の存在下でも差別的消費税は望
ましくなり，食料品といった生活必需品への消費税の軽減税率が正当化される。
第 5章「課税単位の理論と制度の展望」では，課税単位方式を概観した上で，家計内の個人
の稼得能力は異なるが家計間では同じ代表的家計ではなく，家計内だけでなく家計間でも稼得
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能力が異なる複数家計を前提に，線形最適所得税による効率性の基準から課税単位の選択問題
を考察している。標準的な最適所得税の理論的分析では，労働生産性のみが異なる 1人の個人
に対してどのように所得税を課せばよいかを議論してきた。しかし現実には，家計は常に 1人
の個人のみから構成されるとは限らず，（潜在的な）稼得者として夫婦，さらには子どもの存
在も想定される。家計が 2人以上の個人から構成される場合には，そもそも課税単位として個
人と世帯のどちらを採用すべきか，という論点が存在する。
本章では，課税単位の方式としてどのような形態が考えられるかを踏まえ，諸外国の現状に
ついて概観している。課税単位の方式としては，世帯単位方式と個人単位方式，およびその特
別な形態としての選択的課税方式が考えられる。先進諸国の動向を見ると，わが国のように，
世帯単位ではなく個人単位を採用する国が多い一方，生活保護や税制の一部では世帯の経済状
況を考慮して制度設計をしている。世帯への最適所得税体系を考察する場合，その前提として
課税単位がどのように設定されるべきかを確認する必要がある。
そこで，線形最適所得税の文脈でこの問題を取り扱い，効率性の基準から課税単位の選択を
考察している。特に，本章では，労働－余暇選択モデルと家庭内生産を加味したモデルの 2つ
に焦点を当てる。労働－余暇選択モデルでは，Boskin-Sheshinski (1983) により Ramsey 流
の逆弾力性命題による女性軽課の選択的課税方式の結果が得られている。しかし，この命題は
最適課税ルールを構成する一部に過ぎず，垂直的公平性に関する賃金率の分布の条件も必要と
なる。また，所得税は市場での労働供給行動だけでなく，家庭内生産に対する夫婦間の時間投
入比率への歪みも生じさせるという指摘に基づき，家庭内生産を考慮したモデルも考察した。
家庭内生産モデルでは，各家計は通常のモデルのように財のみ，または余暇のみから効用を得
るのではなく，市場で購入した投入財と家計の投入時間から生産される財（家庭内生産財）に
より効用を得ると考える。家庭内生産財の代表例としては，家事や育児があげられ，例えば自
宅での食事は，市場で購入した食材と自身の調理時間から生産されると考える。しかし，この
ような家庭内生産モデルにおいても，課税単位の選択は，市場での労働生産性と家庭での生産
性の分布状況に依存して結果が変化することが示される。たとえ家庭内生産を考慮しても，世
帯単位課税が望ましいのは特別の場合であり，一般には個人単位課税（選択的課税）が望まし
いと結論付けられる。
第 6章「家庭内生産を考慮した世帯への最適課税と課税単位の選択」は，各家計が 2人の個
人から構成されると想定し，家庭内生産を考慮した最適課税モデルを用いて非線形所得税の下
で世帯単位課税が望ましくなるかを検証している。本章は，前章と異なり課税単位の問題につ
いて，非線形最適所得税モデルを用い，さらに家庭内生産もモデルに組み込んでいる点に特徴
がある。個人間では市場での生産性が異なるだけでなく，家庭内の生産性も異なる（可能性が
ある）と想定される。また，最適消費税が利用可能な場合にも注目し，政府が所得税だけでな
く家庭内生産の投入財に対する消費税も用いる場合，課税単位の選択基準がどのように影響を
受けるかを分析している。さらに，効用関数が弱分離可能な場合にも焦点を当てる。
導出された主な結果は以下のようにまとめられる。（1）政府が所得税のみを用いる場合，課
税単位の選択基準は市場での生産性（賃金率）だけでなく，夫婦間の家庭内の生産性の分布に
も影響を受ける。さらに，本章の関数形の特定化を前提として，世帯単位が望ましくなるため
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の必要十分条件を満たすためには，すべての家計の夫婦間の賃金比率と家庭内の生産性比率が
等しくなることが必要である。（2）政府が所得税だけでなく，家庭内生産の投入財への消費税
も用いる場合には，所得税のみでは世帯単位が望ましくない条件の下でも，世帯単位が望まし
いための必要十分条件を満たし得る。その意味で，消費税の存在は，世帯単位の利用範囲を広
げる可能性があるが，最適消費税が利用可能な場合に必ず世帯単位が望ましくなるわけではな
いことがわかる。（3）効用関数が弱分離可能な場合には，差別的な消費税が望ましくなるとし
ても，最適消費税は課税単位の選択基準に関しては影響を与えず，所得税のみを用いる場合と
条件が同一となることが示される。
このように，本章の分析では，いずれのケースでも世帯単位が望ましくなるのは限定的であ
ることが示される。非線形最適所得税による効率性の観点からの議論では，政府と家計間での
非対称情報下で，家計の真の特性を顕示させる方法として課税単位や消費税をどのように設定
すべきかを考察する。その結果，その望ましい形態は，家計の賃金率と家庭内の生産性，及び
それらの比率との関連性や違いと，その代理指標となる行動にどのように影響を与えるかに依
存することがわかる。課税単位を考察する際には，税負担の公平性という観点だけではなく，
通常は課税されない家事，出産や子育てといった家庭内生産財に対して税がどのような影響を
及ぼすかといった点も重要である。
第 7章「子どものいる世帯への最適課税と就業選択」は，世帯規模が異なる世帯に対する課
税のあり方を考察するために，子どもの数が異なる世帯を対象とするモデルを構築している。
各家計は，親と子どもから構成されており，親の労働供給行動は就業選択モデルに従って行動
する。したがって，親は労働市場と家庭内のどちらかで専業することになる。一方，子どもは
労働供給することはできず，その厚生は親の意思決定である子育て時間と市場で購入される子
ども関連財（子育てに関連する財）に依存する。各家計はいずれも外生的に与えられる親の市
場での賃金率と家庭内での（子育ての）生産性，子どもの数によって特徴づけられる。
以上の設定の下で，政府が所得税（所得移転）のみを用いる場合と，所得税だけでなく，市
場で購入する子ども関連財に対して消費課税が可能な場合を考察している。前者の政府が所得
課税のみを用いる場合，他の就業選択モデルでも導出される，最低所得者層に対する就労税額
控除（または負の限界税率による所得移転）が各世帯規模ごとに正当化される。また，この就
労税額控除の大きさは，賃金率，家庭内での生産性，子どもの数といった外生的なパラメータ
の同時分布に依存する。世帯規模と所得税負担の関係は，政府の再分配志向，就業選択行動の
弾力性，子育て専業時の一括移転の大きさにより決定される。
政府が所得税だけでなく，子ども関連財に課税することができ，大人関連財との間で消費税
を差別化できる場合，所得課税のみの場合には正当化された低所得者層への就労税額控除の妥
当性はあいまいになる。例えば，託児所やベビーシッターの費用を支援する子育て支援プログ
ラムは，子ども関連財への消費税の軽課または補助を意味し，大人関連財との間で消費税を差
別化する。このようなプログラムは就労税額控除の必要性を減ずる可能性がある。差別的な消
費税の役割は，子ども関連財の需要と家庭内の（子育ての）生産性が関係するときに，その生
産性を顕示するように働きかけることにある。各家計は自身の賃金率と家庭内での生産性を踏
まえて，可処分所得の大きさにより労働市場と家庭内のどちらで専業するかを決定する。それ
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ゆえ，賃金率を一定として子ども関連財と家庭内での生産性に負の相関があるならば，その財
を軽課することにより，労働市場での専業が有利になり，結果として労働市場への参加を促進
することとなるのである。
さらに，差別的な消費税が利用可能な場合の一律税率の消費税の妥当性に関係して，この文
脈で Atkinson-Stiglitz 命題が成立する条件を考察している。子どもの数の異なる世帯が労働
供給として就業選択行動を採る場合，弱分離可能な選好に加えて，子ども関連財と親の家庭
内の（子育て）生産性の間および世帯規模と家庭内の生産性の間でそれぞれ相関がなければ，
Atkinson-Stiglitz命題は妥当し続ける。
第 8章「わが国の現行制度の現状と理論的分析からの政策的含意」は，わが国の現行制度の
実態と問題点を明らかにし，その改革の方向性を考察している。2節では，わが国の税制およ
び移転支出制度の現状を実効税率の観点から検証している。特に実効税率の観点から問題にな
るのは，生活保護制度の限界税率の設定方法とその水準の高さであり，生活保護制度と税制の
整合性も 1 つの論点となる。さらに，生活保護制度の捕捉率の低さと受給分布の偏りを指摘
し，特に一時的な経済的貧困者などの就労能力がある者に対する支援のために，所得移転をど
のように行うかが課題であることを明らかにしている。
3 節では，わが国の消費税の現状と諸外国の消費税（付加価値税）のゼロ税率や軽減税率，
非課税の採用状況等を概観している。ほとんどの海外諸国では，消費税は複数税率化されてい
るが，複数税率化には問題も指摘されている。特に，帳簿やインボイスが複雑化し，仕入と売
上を税率に依存して記録する必要があり，監査も複雑になる点や各税率を適用する際の区分の
困難さが挙げられる。さらに，わが国は請求書等保存方式により仕入税額控除を行っており，
複数税率化する際にはインボイス方式の導入か請求書等に税額や税率を記入するように改良し
なければならない。わが国の消費税が増税される場合の改革の 1つの方向性としては，消費税
自体はできる限り広範な課税ベースを確保した上で一律税率を堅持し，中立性と簡素さを高め
る一方，所得に関する逆進性の問題については，他の政策手段を用いることを主張している。
4 節では，各国で採用されている給付付き税額控除制度を概観している。給付付き税額控
除は，（1）勤労税額控除，（2）児童税額控除，（3）社会保険料負担軽減税額控除，（4）消費
税逆進性対策税額控除，の 4 類型が存在し，各国とも独自の制度を設計している。具体的に
は，米国の EITC（勤労所得税額控除; Earned Income Tax Credit）と CTC（児童税額控除;
Child Tax Credit），英国のWTC（就労税額控除; Working Tax Credit）と CTC（児童税
額控除; Child Tax Credit），オランダの EPTC（被用者税額控除; Employed Person's Tax
Credit），カナダの GST/HST Credit（財・サービス税／統合売上税税額控除; Goods and
Services Tax/Harmonized Sales Tax Credit）と CCTB（カナダ児童手当; Canada Child Tax
Benet），WITB (就労所得手当; Working Income Tax Benet)，を取り上げ，それぞれの受
給条件や受給額といった制度設計について紹介している。
終章では，本論文の非線形最適所得税の理論的分析からの政策的含意として，第 8章 4節で
見た給付付き税額控除制度が，わが国の労働所得税と所得移転が抱える問題点や消費税の逆進
性緩和の問題に対する処方箋となるかを検討している。
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給付付き税額控除制度の導入はわが国の労働所得税と所得移転の問題点の多くを解消すると
考えられる。特に就労可能な貧困者の就労インセンティブへ配慮した形で制度設計できること
が重要であろう。税制と移転支出制度が統合されているので，制度間の整合性も保たれ，高い
捕捉率（受給率）と低い行政費用が期待できる。このような利点により，ワーキング・プアへ
の所得移転を可能にし，より多くの低所得者への再分配が可能となる。また，消費税の所得に
関する逆進性への対応としても給付付き税額控除は有用である。本論文の第 II 部で見たよう
に，そもそも最適なタックス・ミックスの理論において，所得再分配は所得税や移転支出にお
いて対応すべきである。そして，消費税の複数税率化は，政府による所得再分配の阻害要因を
緩和できるか，それ自体に貧困緩和の役割が生じる場合に，正当化される。その意味で，所得
税制の中で社会保障給付と統合・一体化することで，その再分配機能を回復させることは，最
適なタックス・ミックスの理論と整合的といえる。給付付き税額控除制度の適格児童数により
受給額が増加する特徴に関しても，第 7章で見たように，政府が家計の就業インセンティブに
配慮しつつ，世帯規模による担税力の調整を行い，子どものいる世帯を重視する場合には正当
化されるであろう。
給付付き税額控除の具体的な制度設計には，“負の所得税型の所得移転”と“負の限界税率型
の所得移転”という 2つの方法がある。わが国への導入に向けて実際の制度設計を考察する際
には，本論文の第 I部で見たように，家計の労働供給行動として，「就業の選択」と「労働時間
の選択」のどちらを念頭に置くかが問題となる。言い換えれば，低所得者層の労働供給を促進
する場合には“負の限界税率型”が，中高所得者層の労働供給を重視する場合には“負の所得
税型”が，望ましいといえよう。わが国においても，どちらの労働供給反応を重視し，そして
どの所得階層を重視するかを念頭に置きながら，税制による内生的な所得移転を制度設計する
必要がある。最後に，給付付き税額控除制度導入への課題や問題点を明らかにするとともに，
理論的研究における今後の課題を提示し，本論文の結びとしている。
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